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要 旨

本研究では，成人女性の子育て支援における課題を論考する目的で，支援利用の心理社会的背景を
検討した。2回の質問紙調査を実施し，延べ940名の女性の研究協力を得た。共分散構造分析モデル
を用いた検討から，育児ストレスは，女性が子育て支援を利用する動機にはなっておらず，経済状況
に余裕があり，夫からのサポートも，積極性や活動性もある外的・内的資源に恵まれた女性が子育て
支援を利用していることが見出され，子育てをめぐる資源や支援の享受において二極化が生じている
可能性が示唆された。

問 題

子育て支援は，1990年の1．57ショックを契機と
する少子化対策の一環として開始された。「エン
ゼルプラン」（1994），「次世代育成支援対策推進
法」（2003），「子 ど も・子 育 て 応 援 プ ラ ン」
（2004），「子ども・子育てビジョン」（2010）等
の施策に基づく支援が推進されていく中で，親子
の居場所づくりや子育て相談，イベント，情報の
提供や子育てサポーターの活用が進み，導入から
15年が経った今日，子育て支援は地域支援の一形
態として社会に根を下ろしたと言える。

その期間に多くの子育て支援に関する研究が輩
出されてきたが，子育て支援研究の多くは実態報

告・事業評価・支援効果を主眼としていることか
ら，養育者を，生涯発達プロセスをたどるひとり
の成人として捉え，子育て支援の生涯発達的な意
義を問おうとする気運には乏しい。しかし，子育
ては成人の多くに共有される経験である。Baltes
の生涯発達理論（e.g., Baltes, Lindenberger, &
Staudinger，2006）によれば，発達は個人の生物
学的要因と社会・文化・歴史的要因との相互作用
で進展し，2つの要因の交点である「経験」は，
成人発達の重要なコンポーネントのひとつであ
る。わが国では，柏木・若松（1994）の先駆的研
究以降，子育てを通して親になる経験が，成人発
達における重要なコンポーネントとして広く認め
られている。これらの先行研究の知見から，子育
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てと同様に子育て支援もまた，成人の発達に対し
て影響を及ぼしていると見なすことができるだろ
う。換言すれば，生涯発達的観点からは，子育て
支援は単に子育てのスキルを向上させるための支
援に留まらず，親役割を担う成人に対する発達支
援と捉えることができるのである。

子育ては社会文化的な様相が色濃く反映される
営みであることを考慮すると，子育てを通した成
人発達ならびに子育て支援の影響を検証するに
は，子育ての現状を反映させることが重要であ
る。男女共同参画やワーク・ライフ・バランスが
言われて久しいにもかかわらず，子育て中の夫婦
において，妻が1日のうち子育てに費やす平均時
間は夫の5倍強に相当し（総務省「平成23年社会
基本調査」），わが国の子育ての担い手は依然とし
て女性である。

そのうえに，柏木（2003）が，わが国の女性は
“母性愛という制度”に組み込まれ，母親という
名の呪縛に囚われていると懸念を示すように，よ
い母親であることは，わが国の成人女性にとって
絶対的な価値をもつ。“子育ては母親の手で行わ
ねばならない”等の母性愛的な信念を抱いている
母親が子育てに対する不安が高い（大日向，
2002）のも，よい母親であろうとする重圧ゆえと
推測される。

このような伝統的子育て観が影響力を失わない
一方で，女性のライフスタイルや生活意識は変化
している葛藤的な社会状況によって，女性の子育
てをめぐる感情は複雑化している。荒牧・無藤
（2008）は，女性たちが多かれ少なかれ経験する
子育ての中でのネガティブな感情が負担感と不安
感に概括されること，しかし同時に子育てに対す
るポジティブな感情も経験していることを示唆し
ている。

さらに，子育て中の成人女性たちは母親役割中
心の生活を送っているが，ひとりの女性としての
自己感をも併せ持っている。永久・柏木（2000）
による，成人女性のうち高学歴で若い世代は自ら
の自己実現を求める傾向が強く，子育てによって
自分の時間がなくなることに対する負担感を感じ

ているという報告は，母親としての自己と個とし
ての自己が対立的・葛藤的に経験されている例で
ある。一方，小野寺（2003）は産後2年間にわた
る成人女性の自己概念の変化を検討した結果，母
親としての自己概念が拡充し社会的な面が縮小し
たものの，生き方や職業に関する自己概念は時間
経過を経ても比較的安定していたと報告してい
る。つまり，成人女性の自己概念は子育てに入る
ことで母親の部分が重みを増すが，女性として
の，あるいは社会人としての部分はあまり変化せ
ず，母親としての自己概念とは独立した心理プロ
セスであることが示唆される。

これらの先行研究から，子育てを行っている成
人女性は，ひとりの母親として，またひとりの女
性や人間としてさまざまな心理的経験をしている
と考えられる。よって，子育て支援も，成人女性
の子育てに対する多様かつ複雑な心理的プロセス
を支援しているとの自覚のもとに実施されること
が必要である。

子育て支援の活動拠点では例年活動報告が行わ
れている。各施設が計上している子育て支援報告
書を見ると，利用者のほぼ全員が専業主婦である
と示されているが，利用者に関する詳細な分析を
行っているものは少ない。かつ，それを生涯発達
的観点から実施している物は皆無に等しい。その
ような中で，若本・吉田（2010）では，1，048名
の分析対象者に対して，子育て支援の有無を独立
変数として，各要因における差を検討している。
その結果，有意差が見られたのは，夫の有無，世
帯構成，就業，経済的困難，育児ストレスであり，
子育て支援を利用するか否かには，広範囲な心理
社会的要因が関与することが示唆された。さら
に，その有意差の内容は，夫があり（ひとり親に
対して），核家族で生活する専業主婦で，経済的
な困難を感じておらず，子育て・子育ちに対する
強迫的なストレスを感じている女性が子育て支援
をより多く利用していたというものであった。

しかし，この分析は各要因別に行われており，
要因間の相互作用を取り込む視点に欠けている。
個人内・環境における多くの要因が交錯し複雑な
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影響を及ぼす生涯発達プロセスを検討する際に
は，多要因の影響を同時的に検討するアプローチ
が求められることから，この知見のみをもって子
育て支援と女性の生涯発達との関連について言及
することは難しい。それに加え，若本・吉田
（2010）では，女性がなぜ子育て支援を利用する
のか，その動機に関しては確認されていない。
本研究の目的

本研究では，子育てを行っている成人女性を対
象に，子育て支援利用の心理社会的背景について
把握することを目的とする。

本研究においては子育て支援を成人女性に対す
る発達支援と位置づけ，生涯発達的意義を問うた
めに，成人発達および子育てに関する先行研究で
その影響力が指摘されてきた個人内・環境双方の
要因を組み込み，その相互的な連関に配慮しうる
包括的モデルを作成し，検討を行うこととする。

データ収集に先立ち，まず，子育て中の成人女
性の発達に関する仮説モデルを構築する。
変数の吟味
母親としての自己効力感（MoSE） 本研究で

は，子育てにおける自己効力感として「母親とし
ての自己効力感尺度」（若本，2013，Parenting
self-efficacy among mothers：以下 MoSE と記
す）を用いる。それには2つの理由がある。1つ
には，MoSE がわが国の成人女性に向けて設定さ
れたもので，尺度作成において現代日本の子育て
状況や成人女性の心性が考慮されているためであ
る。もう1つの理由は概念的な妥当性が高いと考
えられるためである。MoSE 尺度は，母親として
の自己効力感，子育てに対する自己効力感，母親
としての満足感の3下位尺度からなる。効力期待
と結果期待双方を備え，Bandura（1989）の主張
に応えて効力期待を母親としての自分自身に向け
られるものと子どもに対するものの2側面から捉
えている。国内の他の育児自己効力感尺度（金岡，
2011；田坂，2003）にはこのような構成のものは
見られない。
女性としての包括的自己評価 子育てをめぐる

発達の検討を行う先行研究では，柏木・若松

（1994）の親の発達尺度を指標として用いたもの
が多い（e.g.，澤田，2006）。しかし，本研究では，
母親としての自己と女性としての自己は，相互に
関連はありながらも独立しているという立場をと
り「親としての発達」と「成人女性の発達」を同
義としない。

また従来，人格発達の考え方に基づく成人発達
研究（e.g.，岡本，1997），ならびに昨今の自己に
関する生涯発達研究（e.g.，Blatt，2008）では，
自己の発達を個と関係性の2側面から包括的に捉
えようとする動向にある。本研究では、このよう
な流れを踏まえ，成人女性の発達の一側面を個と
関係性の評価として測定する。わが国では，伊藤
（1997），山本（1989）が尺度を作成し，実証的
検討を行っている。これらの尺度は青年期から成
人期にまで適用されているが，本研究では，子育
て中の成人女性に特化して検討を行うため，これ
らの先行研究を参考に新たな尺度を構成すること
とする。
主観的な経済的困難と幸福感 社会経済的要因

は成人発達において重要な要因である（Lachman
& Baltes，1994）。しかし，Elder（1995）におい
て，経済的困難の育児自己効力感に対する直接効
果は有意ではなく，親のうつ感情を介しての間接
的効果のみが見出された。これは，Bandura
（1997）が自己効力感の先行要件として生理的情
動的状態を挙げ，ポジティブな感情は自己効力感
を高めネガティブな感情は低めるとした指摘と合
致する。

一方，成人女性の発達研究において，現状に対
する肯定的感情は人格発達に対する最大の説明変
数であったと報告されている（若本，2001）。こ
れらの知見を総合すると，個人・社会要因から発
達への影響は感情状態と育児自己効力感（本研究
では MoSE）を媒介すると考えられる。なお，成
人発達研究においては，現状を肯定的にとらえ日
常生活や人生をポジティブに感じる感情状態は，
主観的幸福感として検討されてきた。Diener, Em-
mons, Larsen, & Griffin（1985）によると，主観
的幸福感は感情面と生活満足感から成り立つ。親
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となる意識が主観的幸福感を規定するとの知見
（澤 田，2006）も あ る が，育 児 自 己 効 力 感
（MoSE）に注目する本研究は Bandura（1997）
に則り，主観的幸福感を個人・社会要因と MoSE
とを媒介とする変数として用いる。
モデルの構築

主要変数の吟味を終えたところで，先行研究の
知見を活用して，子育ての中の成人女性の発達モ
デルを構築していくこととする。
MoSEを含む自己概念システム 現在，自己

概念は生活のさまざまな場面において領域個別的
に経験され，自己概念同士は相互に関連し合って
組織化されたシステムを構成すると考えられてい
る（e.g., Rosenberg，1979）。Bandura（1997）も，
自己概念システムは，子育てのように目的指向的
で困難のある文脈においての有用性が示唆され，
中でも自己効力感は最大の予測変数であると述べ
ている。また，徳田（2004）において，子育てを
めぐる葛藤の成長課題としての意味づけは将来と
関連づけて行われ，現在の子育てに還元されてい
たことから，成人女性の発達は育児自己効力感
（MoSE）に媒介されて展開するのと同時に育児
自己効力感（MoSE）を規定すると考えられる。

そこで，本研究では，母親として経験される
MoSE，ひとりの女性としての自己の個と関係性
の側面に対する評価ならびに主観的幸福感を，自
己概念システムの構成要素と見なす。また，自己
概念システム内の3変数の関連は相互的と目され
るため，影響のプロセスは双方向的に設定し，主
観的幸福感は MoSE と個人・社会要因とを媒介
する位置に配置する。
心理社会的要因の影響 本研究においては，先

行研究で成人女性の発達に影響を与えることが指
摘されてきた個人・社会要因のうち，育児ストレ
ス，経済的困難，就業，夫婦関係満足感，子育て
支援の利用を用いる。

育児ストレスは，支援を指向する研究において
従属変数として用いられる場合が多い（e.g.，金
岡，2011）。しかし，子育て中の女性であれば誰
もが育児ストレスを多かれ少なかれ感じていると

いう現状を踏まえると，子育てを行う中での発達
は育児ストレスの影響下において展開すると見な
すのが妥当であろう。そこで，本研究では，育児
ストレスは自己概念システム全般に影響を与え，
自己概念システムのうち MoSE，主観的幸福感は
育児ストレスが発達に及ぼす影響を媒介あるいは
緩衝すると想定した検討を行う。

さらに，先行研究において，成人発達および自
己効力感に対する規定力が指摘されている経済的
困難（e.g., Bandura，1977；Lachman & Baltes，
1994），成人女性の適応や発達への影響力が示唆
されている就業（e.g.，荒牧・無藤，2008；永久・
柏木，2000），子育てに対して多大な影響力をも
つとされる夫婦関係（e.g., Belsky，1984；岩藤・
無藤，2007）をとりあげる。それらに加え，子育
て支援の利用の有無を変数として導入する。

これらの個人・社会要因同士は相互に関連し合
いながら自己概念システムに影響を及ぼすと考え
られるため，変数間の相関（共分散）と，自己概
念システム内の3変数へのパスをともに設定す
る。

方 法

第1回調査
調査時期と手続き 2007年10月から2008年3月

にかけて，Ａ県在住の子育て中の成人女性1，976
名に調査を依頼した。県内の幼稚園，保育園，子
育て支援センターに対して口頭で依頼を行い，了
承が得られた園，センターに対して質問紙を送付
し，配布と回収を依頼した。研究協力者に対して
は文書で調査の趣旨を説明した。倫理的な配慮と
して，調査への協力が自発的判断に委ねられるも
のであって強制ではないこと，個人情報の厳格な
取り扱いと管理に関する説明を，調査の趣旨とと
もに文書で行った。また，個人情報保護のため，
質問紙は個別に封入・厳封の上，園に提出するよ
う依頼した。
調査内容 ⒜MoSE（若本，2013）：15項目。

Bandura（1997）の測定の留意点に従って，「母
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親としてどの程度できそうだと思うか」を回答す
るよう教示した。⒝育児ストレス（若本，2013；
若本・吉田，2010）：13項目。「子育て・子育ち
に対する強迫性」「自己－母親役割葛藤」「子育て
スキルの欠如」の3下位尺度からなる。⒞個と関
係性からなる包括的自己評価：10項目。ひとりの
人間として，女性としての個（項目例：「私は自
分らしく生きている」「自分の努力の結果が報わ
れたと感じる」等）5項目と関係性（項目例：「私
のすることで人に喜んでもらえる」「私は人の役
に立っている」等）5項目に対する評価感情を測
定する尺度を作成。⒟主観的幸福感：Diener et al.
（1985）の，主観的幸福感は生活満足感とポジティ
ブな情動状態からなるとの説に則り，生活満足感
尺度（Diener et al，1985）の因子負荷量上位2項
目「今の生活に満足している」「今の生活のほと
んどは自分の理想に近い」と，ポジティブな情動
状態を表す「今の生活が楽しい」「精神的にリラッ
クスしている」等の計5項目からなる尺度とし
た。⒠夫婦関係満足感：子育てに対する夫婦関係
の影響を問うため，夫および夫婦関係に対する満
足感「夫との関係によって私は幸福である」「夫
婦関係は安定している」等に加え，夫の子育て参
加を示す「夫は一緒に子育てをしてくれる」等の
計6項目とした。⒡経済的困難：Elder（1995）
の知見に則り，「経済的に大変だと思うことがあ
る」という主観的な評価項目とした。⒜～⒡は5
段階評定で回答を求めた。⒢フェイス項目：年齢
（「○○代（e.g.，20代）」で回答），世帯構成（同
居者を夫，子，自分の父母，夫の父母，その他か
ら選択），子の人数，就業（有無を選択），子育て
支援の利用（子育て支援センター等の地域の子育
て支援リソースを利用している，していないから
選択）の5項目。
回収・分析対象者 質問紙の回収数は1，263（回

収率63．9％）であった。夫婦関係の影響を統制す
るために，ひとり親である女性を除外し，分析対
象者を930名とした。分析対象者の属性による内
訳人数と全体比は以下のとおりである。年齢：20
代（165名17．7％），30代（649名69．8％），40代（116

名12．5％），M（SD）：29．47（5．47）；子の人数：
1（217名23．3％），2（482名51．8％），3（189
名20．3％），4以上（42名4．5％），range1～6；
子の年齢：M（SD）：4．53（2．40），range0～21；
世帯構成：核家族（841名90．4％），それ以外（89
名9．6％）；就 業：有（577名62．0％），無（350名
37．6％）；子育て支援の利用：している（244名
26．2％），していない（644名69．2％）。
第2回調査

第1回調査では，子育て支援の利用動機を確認
する項目を含まなかったため，第2回調査を実施
した。
研究時期と手続き 本調査は，2014年6月，Ｂ

子育て支援センターの協力を得て実施された「子
育て支援プログラム実践研究」に含まれる。この
実践研究は，週1回のペースで3回，親子参加型
のグループワークとして行われ，プログラムの効
果を測定するために，開始時と終了時の2回，質
問紙調査を実施した。本研究において使用する
データは，開始時の質問紙調査のうち，子育て支
援の利用動機8項目「子育てに不安があるため」
「子ども同士，親同士のつながりを得るため」「家
以外の場所で子どもと過ごしたかったため」「子
育て支援センターで行われている活動に参加した
かったため」「自分自身の気持ちをリフレッシュ
させるため」「子どもの就学に備えるため」「子ど
ものことについて相談したかったため」「子育て
支援センターを利用している人の話を聞き，自分
も利用してみたいとおもったため」（4段階評
定）である。
研究協力者 ポスターとリーフレットによる研

究協力者募集に自発的に応募した乳幼児を育てる
成人女性10名（年齢27～42歳（M（SD）：34．90
（6．21））を研究協力者とした。全員，子育てに
専念するために退職した専業主婦である。10名と
は当センターにおける1日の平均利用組数であ
り，通常活動への影響が出ないよう設定された。
調査内容 実践研究の開始時，子育て支援の利

用動機の他に，利用歴，現在の職と退職理由，子
育てを支えてくれる人の有無，そしてプログラム
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の効果指標である MoSE，育児感情（荒牧・無藤，
2008）等にも回答を求めた。回収は個別に持参・
提出してもらった。

結 果

まず，第1回調査データを用いて，MoSE，子
育てストレス，成人女性としての成長の3変数を
潜在変数，主観的幸福感，夫婦関係満足感，就業，
経済的困難，子育て支援利用の5変数を観測変数
として投入したモデルに対して共分散構造分析を
行った。有意でないパスを削除する，理論的に了
解される誤差間に共分散を設定するなどの修正を
加えた最終モデル（図1）における適合度は，GFI
＝．98，AGFI＝．96，CFI＝．97，RMSEA＝．05で
あり，十分な値を示した（豊田，1998の基準によ
る，χ2（45）＝131．31，p<．001）。

図1における有意なパスとしては，育児ストレ
スから MoSE と主観的幸福感への正のパス，夫
婦関係満足感から MoSE，主観的幸福感，成人女
性としての自己評価感情，経済的困難から主観的

幸福感への負のパスが示された。そして MoSE
から女性としての自己評価の，女性としての自己
評価から主観的幸福感への，主観的幸福感から
MoSE からの正のパスが示され，循環的な関連性
が示された。また，子育て支援の利用から成人女
性としての成長に対して，有意な正のパスが示さ
れた。

一方，子育てに影響を及ぼす諸要因の関連を示
す共分散指標（表1）においては，子育て支援の
利用は夫婦関係満足感と正の関連を，職業，経済
的困難と負の関連を示したが，育児ストレスとは
有意な関連を示さなかった。

続いて，第2回調査データを用いて，子育て支
援の利用動機を明らかにするために8項目間の得
点比較を行ったところ，有意な結果が得られた
（Mauchly の 球 面 性 検 定 χ2（27）＝55．85，p
<．01，被 験 者 内 効 果 検 定 F（7）＝4．34，p
<．001）。post hoc 検定（Bonferroni 法，p<．05）
では，「子育てに不安があるため」が「自分自身
のリフレッシュのため」「センターの活動に参加
したかったため」「家以外の場所で子どもと過ご

図1 子育てに関連する心理社会的要因と自己概念システムからなるモデルの
共分散構造分析結果

注）数値はパス係数値。5％水準で有意なもののみ示した。
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したかったため」より有意に得点が低かった。

考 察

本研究では，成人女性の子育て支援利用の心理
社会的背景を検討することを目的に，2回の質問
紙調査を実施した。
子育てをめぐる心理社会的要因と成人女性の自己
概念システムとの関連

本研究では，子育てに関連する心理社会的要因
が女性の自己概念システムに影響を及ぼすプロセ
スモデルを設定し，検討を行った。適合度の値か
ら，本研究モデルは，子育てをめぐる成人女性の
心理プロセスを示すモデルとして相応の妥当性が
認められた。

有意なパスの様相から，子育てを中心とした生
活を送る成人女性の自己概念システムは，MoSE
すなわち母親としての自己効力感が，ひとりの女
性としての評価感情に正の影響を与え，それが主
観的幸福感を高め，MoSE への正の影響につなが
るという循環的プロセスを有していた。わが国の
成人女性にとって母親であることが重大な意味を
もっているとの知見（e.g.，柏木，2003），自己効

力感において情動状態が先行要件になるとの知見
（e.g.，Bandura，1977，1997）に合致するプロセ
スが見出されたのと同時に，その相互連関の様相
が明らかにされたことで，成人女性の子育てをめ
ぐる発達や適応を理解する際の手がかりが得られ
たと言えるだろう。

では，子育てを行う成人女性の自己概念システ
ムには，どのような心理社会的要因からの影響が
看取されたのであろうか。本研究では，育児スト
レス，夫婦関係満足感，就業，経済的困難，そし
て子育て支援の利用を配置した分析を行った（子
育て支援の利用をめぐる考察は次項にて記す）。

心理社会的要因間の関連を示す共分散指標にお
いて，育児ストレスは経済的困難と有意な正の関
連，就業，夫婦関係満足感と負の関連を示した。
また，就業は経済的困難と有意な正の関連を示
し，夫婦関係満足感は経済的困難と有意な負の関
連を示した。これらの結果を換言すると，1）育
児ストレスを強く経験している女性は経済的困難
も経験している一方，仕事をもっていたり，夫婦
関係に満足している女性は育児ストレスを感じに
くい，2）仕事をしている女性は経済的困難を感
じている，3）夫婦関係に満足している女性は，
経済的困難を感じにくいという内容である。

これらの知見のうち，就業と経済的困難に関し
ては，先行研究が示唆する成人女性の発達・適応
全般に対して就業がポジティブな意味をもつこ
と，経済的困難が強力な負の影響力をもつこと（e.
g.，荒 牧・無 藤，2008；Elder，1995；永 久・柏
木，2000）とは一部一致しなかった。就業と育児
ストレスとの間に負の関連が示された点では一致
を見たものの，就業から MoSE，主観的幸福感へ
のパスは有意ではなく，また，経済的困難から主
観的幸福感に対する有意な負のパスが認められた
ものの，MoSE に対する有意なパスは認められな
かった。

これらの結果の解釈として，ひとつにはサンプ
ル特性の影響が考えられる。本研究では経済的困
難と就業には有意な正の関連が見られたことか
ら，本研究の研究協力者である女性たちは，経済

表1 子育てに関連する心理社会
的要因間の共分散指標

子育て支援の利用
育児ストレス ．10
夫婦関係満足感 －．32
就業 －．09
経済的困難 ―

育児ストレス
夫婦関係満足感 －．36
就業 －．14
経済的困難 ．14

夫婦関係満足感
就業 ―
経済的困難 －．18

就業
経済的困難 ．10

注）5％水準で有意だったもののみ数
値で示した。
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的に大変であるため働いている可能性が示唆され
る。これが，女性の就業がもつと言われる適応や
発達に対するポジティブな効果が見られなかった
一因かもしれない。ならば，夫婦関係満足感と経
済的困難とが有意な関連を示したことも，夫の稼
ぎによる経済的な安定が夫婦関係満足感を支えて
いるとの見方も可能であるように思われる。それ
と軌を一にして，経済的困難があると育児ストレ
スが高まるとの結果も納得ができる。これは極め
て現実的で，ともすれば世知辛い見方ではある
が，待機児童の問題等に代表されるわが国の子育
てをめぐる課題が，家庭の経済状態と強く関連し
ている現状を反映しているとも言える。

かねてから，子育てに対して強い影響力をもつ
ことが示唆されてきた夫婦関係と経済状態であっ
たが，現代日本の子育てをめぐる文脈において
は，双方は表裏の関係にあり，育児ストレスと連
動していると言えるだろう。
子育て支援の利用をめぐる明暗

さらに，本研究では，子育て支援の利用と女性
の自己概念システムとの関連を検討した。子育て
支援の利用からの有意なパスは，ひとりの女性と
しての評価感情に対してのみ示された。また，子
育て支援の利用と育児ストレスとの間には有意な
関連は見られず，育児ストレスは子育て支援を利
用する直接の動機にはなっていないことが示唆さ
れた。この結果は，現行の子育て支援を問い直す
にあたり有効な視点を提供している。ひとつは，
現行の，養育者の居場所づくりを主眼とする子育
て支援のあり方は，子育てをめぐる自己効力感に
は直接的な影響をもたず，むしろ女性個人を支え
る機能を有していることが示唆されている点であ
る。それは裏を返せば，子育てに直結するスキル
の向上にはつながっていない可能性をも併せ持っ
ている点には注意が必要である。

そして，刮目すべきは，女性は育児ストレスが
あるから子育て支援を利用しているわけではない
という結果である。ならば，どのような女性が子
育て支援を利用していたのだろうか。子育て支援
の利用が夫婦関係満足感と正の関連を，就業，経

済的困難と負の関連を示したことから，経済的に
困難がなく，就業していない専業主婦で，夫との
関係に満足している女性，すなわち相対的に恵ま
れた社会的状況にある女性たちであった。

加えて，第2回調査データによる子育て支援の
利用動機の相互比較からは，女性は子育てに関す
る不安からよりも，開かれた場での子育てや自分
自身のリフレッシュを求めて，子育て支援を利用
していることが見出された。換言すれば，子育て
支援を利用しているのは，自分の心理状態や子育
てをよりよくするために積極的に場を求めること
ができる意欲，情動，活動性などの内的要因をも
つ女性だと考えられた。

以上のように，本研究の結果からは，経済状況
に余裕があり，夫からのサポートも，積極性や活
動性もある外的・内的資源に恵まれた女性が子育
て支援を利用しているということが示唆された。
特に，夫との関係に満足しており，夫の子育てサ
ポートを得ている人は子育て支援のサポートも得
ているとの結果からは，子育てに対するサポート
の享受が二極化している，すなわち子育てをめ
ぐって大きな格差が生じていることが推測され
る。

したがって，今後の子育て支援の実践では，支
援が必要でありながら支援を求めない・求められ
ない女性に対する注目と検証，そしてニーズの見
直し，さらに，彼女たちにとって利用可能性と利
用価値が高い支援の整備が急務と言えよう。

付記 本研究の実施にあたりまして，吉田ゆり
氏（長崎大学），竹之内円氏，黒石川知香氏（鹿
児島純心女子大学大学院生・調査当時）に多大な
るご協力を賜りました。記してお礼申し上げま
す。
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